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I．問 題 提 起
　会社が経営悪化により，裁判所に会社更生手続開始を申請した場合，裁
判所から選任された更生管財人は経営上の理由で労働者を解雇できるの
か，できるとしたらその法的根拠は何かが問題となる。ここでは，労働契
約法第16条の解雇制限規定とは別に，会社更生法に双方未履行双務契約に
関する規定があるが，これが解雇にも適用されるかという問題もある。労
働契約上，解雇制限規定の適用を受けるとしても解雇の有効性要件，つま
り人員削減の必要性と手続的要件をどうやって評価するのかがあらためて
問われることになろう。
　このような状況において，日本では日本航空整理解雇事件が2012年 ₃ 月
に東京地方裁判所の判決を皮切りに，2015年 ₂ 月の最高裁判所の決定をも
って一応の終止符を打ったが，同時に，韓国においても，企業回生手続上
＊　嘱託研究所員・韓国清州大学法学科教授
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の解雇に関するサンヨン（SSANGYONG）自動車整理解雇事件判決1）が出
されている。
　本稿は，日本航空判決とこれに対する学界の評価を参考としていくつか
の問題点を提起するものである。会社更生手続上，裁判所から認可を受け
た更生計画は確定判決と同一の効力を持つが，この更生計画で人員削減を
規定した場合その効力について，被解雇者選定時，年齢を基準にした場合
の憲法上の平等の原則に反するのではないかという問題点が代表的なもの
である。そして，この問題をどのように解決するのかについて，筆者なり
の私見を述べたいと考える。
1）　サンヨン自動車株式会社は2008年賃金凍結以降経営事情が悪化し，一部部署
の休業を実施，ライン再配置及び人員削減，役員数縮小，課長級以上の賃金凍
結，役職員全員の福利厚生の中断，役員報酬削減など費用削減努力を続けた。
しかし2008年下半期から本格化した国内外金融危機状況により，金融機関の支
援中断等の流動性不足で2009年 ₁ 月 ₉ 日ソウル中央地方法院に回生手続きを申
請し，2009年 ₂ 月 ₆ 日回生手続き開始決定が下された。その後，会社は回生計
画案の認可の為にサムジョン KPMGに経営正常化及び回生戦略樹立など経営
全般に関した診断や分析を依頼した。会社はこれを基に2009年 ₄ 月 ₈ 日経営正
常化方案を発表して総7,135労働者の中で2,646名を減員するとしたが，この中
の1,666名が2009年 ₆ 月 ₈ 日までに希望退職をし，残りの980名を整理解雇した。
労社合意に基づいて彼らに対して希望退職，無給休職などの申請を受けたが，
この中の459名が無給休職，353名が希望退職を， ₃ 名が営業職転換を申請し，
この815名を除いた残りの165名（機能職159名，事務職 ₆ 名）を最終整理解雇
した。この中で機能職労働者159名が解雇無効訴訟を提起したが，第 ₁ 審（ソ
ウル南部地方法院2012. 1. 13宣告2010ガハプ23204判決及び南部地方法院2012. 
8. 24宣告2011ガハプ22574判決）は有効だと判断されたが，第 ₂ 審（ソウル高
等法院2014. 2. 7宣告2012ナ14427及び2012ナ74290（併合）判決）は解雇無効と
判断した。最終審（大法院2014. 11. 13.宣告2012ダ14517判決，大法院2014. 11. 
13.宣告2014ダ20875，20882判決）は解雇有効と判断した。
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II．日本航空整理解雇事件判決の内容
1 ．事実の概要2）
　日本航空株式会社3）（以下，会社。）は，2009年国土交通省から経営改善
計画樹立勧告を受け，金融機関から新たな資金を調達する等の経営改善努
力をしてきたが，2008年11月には事業運用資金が枯渇するなど問題がより
深刻になり，2010年 ₁ 月19日グループ内の関係会社とともに東京地方裁判
所に会社更生手続きの開始を申請をし，同裁判所から開始命令が下され
た。
　同年 ₄月28日に更生管財人が選任され，同日，国際線約40％，国内線約
30％を削減することを内容とする航空路線便数計画が発表されたが，同年
₆月 ₄日には，①リストラによる再建の実施，②事業規模の縮小，③黒字
実現などを目標とする新事業再生計画が発表され，同年 ₈月31日には，①
株式100％減資，②更生手続きを申請した ₃つの会社に対する重複債権控
除後，一般債権に対する87.5％債務免除，③企業再生機構から3,500億円の
出資，④グループ全体に対する人員削減などを内容とする更生計画案が裁
判所に提出された。
　会社は，客室乗務員の場合，病人を除いて「乗務必須要員」という概念
を導入して下半期路線計画に適用して606名を削減目標と定めた。第一次
的には希望退職を実施した後，同年 ₉月27日に足りない人員を整理解雇す
るとして対象者選定基準を発表した。その具体的基準は①同年 ₈月31日基
準休職者，②同年 ₄月 ₁日から ₈月31日までの ₅ヵ月間に疾病などによる
欠勤日が41日以上，休職期間が ₂ヵ月以上，疾病欠勤日および休職期間の
2）　「倒産と労働」実務研究会，「概説　倒産と労働」，商事法務，2012，205頁以
下。
3）　解雇当時会社名は「株式会社日本航空インタナーショナル（JALI）」であった
が，後にグループ内の会社と併合して「日本航空株式会社（JAL）」に変わっ
た。
比較法雑誌第50巻第 ₃号（2016）
344
合計が61日以上の者，③2008年 ₄ 月 ₁ 日から2010年 ₈ 月31日まで ₂年 ₅ヵ
月間で疾病欠勤日が81日以上，休職期間 ₄ヵ月以上，疾病欠勤日および休
職期間の合計が121日以上の者であり，以上の基準でも目標人員に達しな
い場合には，職種・職位・保有資格などによって年齢の高い者から目標人
員に達するまで選定することとして，「疾病欠勤・休職などによる基準」
および「目標人員に達しない場合の年齢基準（53歳）」を選定した。以降，
同年11月30日関係人集会で債権者96％以上の同意を得て提出された更生計
画案が裁判所において認可決定が下された。同日，更生債権早期返済を目
的として，リファイナンス契約の為に主要銀行と基本合意書を締結し，同
年12月 ₁ 日に会社グループ全体の組織改編および株式100％減資を断行し
て企業再生機構から3,500億円の出資を受けた。
　会社の経営状態は更生手続き開始決定後に改善され始め，2010年 ₄ 月か
ら12月までに累積された営業利益は1,251億円に達した。更生手続行中，
賃金削減による人件費の削減のみならず，早期退職や特別退職などの措置
によって人員削減などが実施されたが，更生計画案の認可決定後にも目標
に到達できず，2010年12月 ₉ 日更生管財人は同年12月31日を解雇日時とし
て日本航空の運航乗務員（81名）および客室乗務員（108名）に対して整
理解雇を実施した。これに対して解雇対象の運航乗務員や客室乗務員が
各々，解雇無効を主張して従業員地位確認および賃金支払請求訴訟を東京
地方裁判所に提起したのが本件である。
2 ．日本航空整理解雇事件判決の内容
　これに対して東京地方裁判所は，以下のように原告敗訴の判決4）を下
し5），東京高等裁判所も控訴を棄却し6），さらに最高裁判所は運航乗務員
4）　日本航空（運航乗務員）事件，東京地方裁判所2012. 3. 29判決，2011ワ第1428
号，第14700号及び日本航空（客室乗務員）事件，東京地方裁判所2012. 3. 30判
決，2011ワ第1429号。
5）　この判決に関しての韓国での評価は，朴承斗，「日本の会社更生手続き上の解
雇関連判決の評釈」，「労働法学」第51号（韓国労働法学会，2014. 9）参照。
6）　JAL整理解雇（客室乗務員）事件・東京高等裁判所，2014. 6. 3判決2012ネ
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や客室乗務員の上告を棄却した7）。
1）「更生管財人の法的地位
　本判決は，更生管財人が旧経営者の使用者としての地位を承継するか否
かついて，これを肯定する承継説の立場を採用した。
2）更生手続き上解雇時の適用法規
　本判決は，会社更生手続での解雇に対しても労働契約法第16条の派生法
理として認められる整理解雇法理が適用されるという点を明確にしたうえ
で，整理解雇の法理を適用したが， ₄要件ではなく ₄要素に基づき判断し
たのが特徴である8）。
3）人員削減の必要性
　本判決は，会社が再び破綻しないように事業を縮小する必要性があり，
会社の「乗務必須要員」基準に則して，当時目標した606人の人員削減が
達成できなかった点，3,500億円の出資金の償還に必要なリファイナンス
契約を締結するために更生管財人は主要銀行との基本合意書に記載された
人員削減計画の完了が必要と判断したので，整理解雇に関する更生管財人
の判断が不可欠であるとして，本件人員削減の必要性を認めた。
4）解雇回避努力の相当性
　本判決は，本件解雇が解雇回避努力の相当性を備えたとした。すなわ
ち，運航乗務員については退職金に加えて一時金を支給する条件で ₆回に
わたり希望退職を募集し，客室乗務員についても数回にかけた希望退職措
置の方法で任意の退職者を募集し，いったん倒産状態に陥った更生会社に
もかかわらず退職金の増額支給などの手厚い退職条件を提示した後に同時
3458号及び，JAL整理解雇（運航乗務員）事件・東京高等裁判所，2014. 6. 5判
決，2012ネ第3123号，2012ネ第6316号。
7）　客室乗務員に対して最高裁第二小法延が2015年 ₂ 月 ₄ 日，運航乗務員に対し
て同第一小法延が ₂ 月 ₅ 日に上告棄却，上告不受理の決定により，整理解雇を
有効とする高裁判決を維持した。
8）　門伝明子，「JAL整理解雇判決（東京地裁　平成24.3.29運航乗務員，同24. 3. 30
客室乗務員）─再建型倒産手続における整理解雇法理の適用関係および人員削
減の必要性を中心に」，NBL，NO.976，商事法務，2012. 5. 1， ₇ 頁。
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にその当時において採用可能な各種の解雇回避措置を実施したと言えると
判示した。
5）被解雇者選定基準の合理性
　本判決は，本件解雇が被解雇者の選定基準の合理性を充足したと判断し
た。すなわち休職基準・疾病欠勤日数基準・休職日数基準および年齢基準
など，すべて使用者側の恣意的評価が介入する余地が少なく，客観性を優
先したものであり，疾病欠勤日数基準・休職日数基準では設定された具体
的な日数においても ₁年間使用できる有給休暇の最大日数と月間休日日数
などを考慮したものであるし，さらに年齢基準に関しても，定年までの残
り勤務日数が短い高齢層より長い若年層を会社に勤務させる方が合理的で
あり，人件費の削減の為にも高賃金者の順で解雇するのが効果的だとし
た。
6）解雇手続きの相当性
　本判決は，労働組合との団体交渉と事務折衷，関連資料配布と説明が実
施されたほか，労働組合の指摘によって人選基準内容を一部変更するな
ど，本件解雇においての手続の相当性は充分備えているとして，本件解雇
手続の相当性も満たしているとした。
III．学界の評価
1 ．更生管財人の法的地位
　更生管財人が労働契約上の使用者の地位を受け継ぐかどうかをめぐる議
論に関しては，承継肯定説（多数説）と承継否定説（少数説）に分かれ
る。前者は更生管財人を労働契約上の使用者として評価できるので，更生
管財人が行っている労働契約の解除は使用者による労働契約の解除である
ため，解雇権乱用法理が適用されるとする9）。
9）　池田悠「再建型倒産手続における解雇の特殊性と整理解雇法理の適用可能性」，
「詳説　倒産と労働」，商事法務，2013，163─16頁。
日本航空整理解雇事件判決が残した課題
347
　これに対し後者は，労働契約上の使用者としての地位は更生手続き開始
後も引き続き更生会社であると解釈し，更生管財人が労働契約上の使用者
の地位を引き継ぐことではないとする10）。しかし，後者の場合でも更生管
財人の権能（双方未履行双務契約の解除権）は更生会社自体が解雇権を持
っていることを前提とし，更生管財人には会社事業の経営および財産の管
理や処分をする権利が専属されると認められる更生会社が持つ解雇権を行
使できる権限である11）とし，更生管財人が労働契約の解約権を更生会社に
対して行使できることに過ぎないとし，労働法の適用を受けるとしてい
る12）。そして，更生管財人は，更生会社が労働契約上の使用者として有す
る労働契約解約権を管財人に専属する事業経営権の一貫として行使するの
みならず，更生管財人の独自的な権利として双方未履行双務契約の解約権
を労働契約に対しても行使できるとしている13）。
　本判決は，更生管財人が労働契約上の使用者としての地位を受け継ぐと
して，学説も上記のように更生管財人が既存経営者の使用者の地位を受け
継ぐのかの問題とは関係なく整理解雇の法理を適用されるとしているの
で，実際の適用に関しては，学説上異論がない。
2 ．会社更生手続き上解雇の適用法規
　会社更生手続きを進める企業が整理解雇を行う場合，最大の争点は，そ
の根拠が何であるかである。すなわち，会社更生法には，双方未履行双務
契約に対する更生管財人の解除権（第61条 ₁ 項）が規定されているので，
解雇の場合にも，この規定を適用できるかが問題となるが，これに関して
10）　森倫洋，「再建型倒産手続（民事再生・会社更生）における解雇について─
整理解雇を中心に」，「田原睦夫先生古稀・最高裁判事退官記念論文集：現代民
事法の実務と理論（下）」，金融財政事情研究会，2013，647頁以下。
11）　小西國友，「企業の倒産時における労働組合の活動」，鈴木忠一・三月章監
修，「新実務民事訴訟講座⒀」，日本評論社，1981，299頁。
12）　池田悠，前掲論文，167─168頁。
13）　森倫洋，前掲論文，649頁。
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は，日本の学説は肯定説と否定説とに分かれている。前者は再建型倒産手
続き（会社更生手続き，民事再生手続き）で，更生管財人に双方未履行双
務契約の解除権を付与していることは，更生手続きを遂行する必要性によ
って法律が更生管財人に付与した特別な権能であり，倒産解除権は会社再
建の観点からみて必要がなく，不利な契約の拘束から抜け出すことを認め
ることで，契約上の解除権行使より制度的に広く行使できるとしてい
る14）。これに対し，後者は，労働契約の解除において倒産法（破産法，会
社更生法，民事再生法）上の解除権も整理解雇の適用を受けると解釈して
いる。このほか，前者の立場を取りながらも，労働法の適用を受けるとい
う解釈15）もある。
　しかし，このような学説の対立は，あまり重要ではないと考えられる。
なぜなら，会社更生手続きの場合双方未履行双務契約の適用を受けるとし
ながらも整理解雇の法理が適用される理論は存在しないからである16）。
　本判決に対して，日本の学説は，会社更生手続きを進める企業の場合で
も，会社更生手続きは事業の継続を前提とするので，整理解雇をする場合
整理解雇の基本原則である ₄要件（要素）を厳密に検討してその相当性を
判断すべきであり，本件解雇が整理解雇の ₄要件（要素）を全て備えたの
かについて検討して判断したという点で肯定的に評価する17）。
3 ．整理解雇の 4要件について
　上述したように，会社更生手続き上解雇に対しても労働法を適用するこ
とになると，学説と判例を通じて形成されてきた整理解雇法理，すなわち
14）　森倫洋，前掲論文，672─673頁。
15）　上江洲純子・中島弘雅，「再建型倒産手続と整理解雇法理⑴」，「慶應法学」，
第26号，慶應義塾大学大学院法務研究科，2013. 6. 20，83─84頁。
16）　細川良，前掲論文，78頁；森倫洋，前掲論文，650頁。
17）　高橋賢司，「倒産企業の更生手続で行われた整理解雇の效力─日本航空（客
室乗務員）事件」，「平成24年度重要判例解説」ジュリスト，No.1453，2013，
4. 10，223頁。
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①人員削減の必要性，②解雇回避努力の相当性，③被解雇者選定の合理
性，④労働者側に対する説明・協議など ₄原則によって判断すべきであ
る。これに関しては，総合的に日本航空判決は会社更生手続きの場合でも
整理解雇法理を適用すべきだという点で日本航空事件判決は明確である
が，実際，整理解雇の ₄要件ではなく， ₄要素として解釈している点にお
いて，が，他の判例に比べてより緩和された基準を適用されたものと評価
される。
1）人員削減の必要性
　本判決に対して，学説は一般的に解雇の必要性に対し検討が不十分であ
ることを批判しているが，更生計画によるもので不可避性を認める見解も
ある。前者は，①人員削減の必要性に関しては，整理解雇時一度に巨額の
資金が必要であるということと，人員削減の必要性を解雇時点に判断せず
に，事業再編および新事業計画時を基準として実際解雇が必要な人より多
い人を解雇したこと18），②更生計画で定めた人員削減数は予定に過ぎず，
また人員削減の方法を解雇と明記していなかったので，更生管財人が解雇
する時点に改めて検討すべきだったこと19），③解雇時点において，既に人
員削減目標を達成して解雇の必要性が全くなくなっていた20），④労働者の
帰責事由ではなく，使用者に責任がある経営上の理由による解雇の場合で
あるので，解雇権濫用法理の適用をより厳しくすべきであること21）⑤可
決・認可された更生計画の内容の中にも，権利変更などの規定がある更生
18）　高橋賢司，前掲論文，223頁。
19）　根本到，「特集/JAL整理解雇事件控訴審でのたたかいから：会社更生手続下
の整理解雇の有効性判断─東京高等裁判所宛意見書」，「労働法旬報」，No. 
1802，旬報社，2013. 10. 25，28頁。
20）　船尾徹，「特集/JAL整理解雇事件控訴審でのたたかいから：更生計劃と整理
解雇の有效性判斷との関係についての基本的検討」，「労働法旬報」，No. 1802，
旬報社，2013. 10. 25，10─14，17頁；根本到，前掲論文，28頁。
21）　清水直，「特集/JAL整理解雇事件控訴審でのたたかいから：会社更生手続に
おける人員整理のあり方─東京高等裁判所宛意見書」，「労働法旬報」，No. 
1802，旬報社，2013. 10. 25，37頁。
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債権者の権利に直接関係のある部分は，必ず遂行する必要があるが，その
他の部分については，合理的裁量の範囲内で判断できる場合もあること，
特に労働者は更生計画案の可決に参加できず，更生計画策定後に経営が好
転したにもかかわらず，認可された更生計画に人員削減が規定されている
という理由で整理解雇までされながら，人員削減をするしかないことは理
解し難いこと，以上により，更生計画に人員削減が規定されているからと
いって，必ず人員削減の必要性があるとは判断できないとの批判22）があ
る。
　これに対して，後者は，更生計画を履行しないと銀行および企業再生機
構との合意違反になり，更生管財人の善管注意義務に反すると指摘してい
る23）。
2）解雇回避努力の相当性
　本判決に対し，学説は，①本件解雇が解雇回避努力を怠っており，むし
ろ労働組合役員を対象にした不当労働行為の成立の余地があるにもかかわ
らず，これを果たしたと判断するには誤りがある24）こと，②会社更生手続
きの場合にも人員を削減するには，被解雇者の再就業のための支援25）も考
慮する必要があること26），本件のように経営が改善されている状態では解
雇回避努力をより厳しく解釈すべきであり，解雇対象者に対しても不利益
緩和措置をしたことによって解雇回避努力を果たしたとは言えないこと27）
と主張されている。
3）被解雇者選定基準の合理性
　本判決についての学説は，合理性を肯定する見解とこれを否定する見解
とが対立している。
22）　清水直，前掲論文，39─44頁。
23）　門伝明子，前掲論文，₇ 頁。
24）　船尾徹，前掲論文，15─17頁。
25）　法人解散時整理解雇をする場合にも再就業の為に支援が必要だとした判例が
ある。三陸ハーネス事件，仙台地決，2005. 12. 15.
26）　高橋賢司，前掲論文，223頁。
27）　根本到，前掲論文，31頁。
日本航空整理解雇事件判決が残した課題
351
　前者は，①更生手続き進行企業の特殊性を認めて，解雇対象者選定基準
を平常時企業と異なるようにすべきである28）。②更生企業が明示した人選
基準を作成して予め労働組合に提示した点，設定されている基準について
も客観的な判断において解雇者の私意が含まれる余地がない点，さらに乗
客乗務員判決には，更生会社に対して将来の貢献度を考慮した基準である
点を評価して，人選基準の合理性が認められる29）とするものである。
　後者は，① EUやアメリカなどでは年齢差別禁止法が存在し，年齢を基
準に整理解雇をできず，解雇対象者の中に業務上疾病者が相当数含まれ，
休職の場合，使用者の責任もあるという点でその正当性が疑問視され，②
企業の貢献度を評価する際には，長期間勤務しながら今まで寄与した点を
考慮すべきだが，将来の貢献度も考慮しなければならない30）。③高年齢者
雇用安定法には60歳未満の定年を禁止しており，能力を排除した人選は正
当性がない31）とするものである。
4）解雇手続きの相当性
　本判決は，本件解雇の場合，労働組合に対し会社による説明があったこ
とを重視して，手続きの相当性を備えていると評価した。
　しかし，学説は，一般的に労働組合と協議手続きが不充分であったとす
るが，これに対する反論もある。前者は，①解散事件の場合でも，労働組
合に対し説明・協議する手続きを厳格に要求している点から見ると，会社
更生手続きでは，より説明および協議手続きを徹底的に行うことにもかか
わらず，解雇対象者選定に関する充分な説明をせずに解雇の方針だけを伝
達する団体交渉は問題がある32）。②事業の継続が前提とされる再建型倒産
手続きにおいては，解雇を行う必然性がないので解雇回避努力は平常時と
28）　朴承斗，「日本の会社更生手続き進行企業労働者の解雇要件」，「労働法論総」，
第31輯，韓国比較労働法学会，2014. 8を参照。
29）　上江洲純子・中島弘雅，「再建型倒産手続と整理解雇法理⑵」，「慶應法学」，
第28号，慶應大学大学院法務研究科，2014. 2. 28，27頁。
30）　高橋賢司，前掲論文，223頁。
31）　根本到，前掲論文，31─32頁。
32）　高橋賢司，前掲論文，223頁。
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同じかあるいはそれ以上の義務が課されるべきであり，さらに事業の再生
の為に労働者の協力を必用として説明や協議による労使自治的解決機能を
促進するために手続きの相当性要件は厳格に判断されるべきである33）。③
複数労働組合の場合両労働組合を平等に接するべきであるが，団体交渉な
どでの差別，解雇対象者選定も比較的年齢が高い労働組合により大きな影
響を与え，不当労働行為が成立した可能性もあり，労働組合に対する説明
も会社方針が確定された後説明するに過ぎなかった34）。
　その反面，後者は会社更生手続き進行企業の場合，時間的制約上これを
不可能とした。つまり，倒産時には時間的制約が一番大事なので，平常時
の時間を掛けて労働組合または労働者に説明・協議できないのが現実であ
り，万が一，更生会社の再建に失敗したらその企業は解体され，雇用はす
べて失うという結果に注目すれば，倒産時において平常時とは別に可能な
範囲内での説明・協議を果たせば充分35）としている。
IV．残した課題
1 ．更生管財人の法的地位と裁判所の監督権
　会社更生手続上の更生管財人がどのような法的地位に立っているかとい
う問題には，既存の使用者の地位をそのまま受け継いで労働法上の使用者
としての義務を果たすべきか否かという争点がある。
　これに関して，本判決は，更生管財人を労働契約上の使用者としての地
位を受け継ぐと明記した。従って，更生管財人が会社更生法上双方未履行
双務契約に対する解除権で労働契約を解除できるが，これもまた労働契約
法上解雇の性格を持ち，この要件を備えるべきとした。ほとんどの学説
33）　上江洲純子・中島弘雅，前掲「再建型倒産手続と整理解雇法理⑵」，26─27
頁。
34）　根本到，前掲論文，32─33頁。
35）　松村卓治，「倒産時整理解雇における手続の妥當性」，「倒産と労働」実務研
究会，「詳説　倒産と労働」，商事法務，2013，249頁。
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も，更生手続き開始と同時に更生管財人が選任され，その者は更生会社事
業の経営および財産の管理や処分権を持つようになるので（会社更生法第
72条 ₁ 項），会社更生手続きでは既存の労働契約上の当事者である使用者
とは異なる更生管財人が事業経営権を行使するようになり，その一環とし
て労働契約も解除でき，この場合，会社更生手続き下で行われた解雇に対
しても解雇権濫用法理（整理解雇法理）が適用されるとする。
　しかし，なぜ現在まで疑問が続いているのか。更生管財人が事業の経営
権および財産の管理・処分権をすべて有しているにもかかわらず，労働者
に対して使用者としての地位に立てないということは矛盾している。未だ
に承継否定説，最近では新承継否定説まで提起される理由は何であろう
か。上記のように，既存の経営者と同一又は平常時企業の使用者と同一に
解雇の要件を要求しないのは妥当ではないということである。
　これは，学説と判例が整理解雇の法理を誤解しているためだと考えられ
る。日本の整理解雇法理は上記の様に権利濫用から由来し，現在でも大事
な要件は権利濫用法理（労働契約法16条）である。これは，平常時又は会
社更生手続き申請前の企業と会社更生手続きをした企業に同一の要件を要
求するのではない。該当企業の事情を総合的に判断して権利乱用になるの
かを判断すべきであり，これは当然平常時又は会社更生手続き申請前の企
業と企業更生手続きを開始した企業とはその要件が異なるべきである。こ
れはその原則は権利乱用論として同一であるが，その適用が該当状況下で
の権利乱用であるから，お互い異なる。極端に言えば，すべての事案はす
べて異なるべきである。
　それにもかかわらず，本判決と学説も同一要件を適用すべきだという主
張は，その本質から離れたことである。そうすると，日本で主張されてい
る承継否定説および新承継否定説は理論上には意味があるが，実務上で
は，意味がないということになろう。しかし，労働関係の「承継」という
場合は何かの相互合意又は契約による承継ではあるが，更生管財人は既存
経営主義意思とは関係なく法律の規定によって経営権を持つのであり，法
的承継または強制的承継に該当し，戸惑いがある。従ってこれは，「法的
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受継」と呼ぶべきだと考えられる。しかし，その内容は既存の勤労関係が
そのまま維持されるという点は同じである。ただ，注意しなければならな
いことは更生管財人を労働者に対する使用者としての地位だけを持つので
はなく，裁判所の管理監督に忠実に従う義務，債権者等の利害関係人の利
害関係を合理的に調整する義務等を複合的に持つことである。
　更生管財人の法的地位と関連して問題となることは更生管財人に対する
監督権である。つまり，更生管財人が解雇されても一般的に裁判所の許可
を得るため，裁判所の許可をどう解釈するのかの問題があり，更生管財人
が解雇する前に実質的に裁判所の指示や勧告がある場合はどう解釈するの
かの問題がある。これに関して裁判所が監督権を行使しても，これを裁判
所の行為とは言えないので更生管財人の行為と見るべきである。裁判所が
許可・指示・勧告などの影響力を行使したとしても解雇の有効性要件に影
響が及ぶとは言い難い。
2 ．更生手続上の解雇の適用法規と適用方法
　日本においては，会社更生手続きを開始した企業が整理解雇を進める場
合にも，労働契約法上の解雇制限規定の適用を受けることに関して，多数
説と本判決はこれを肯定しているにもかかわらず，なぜ未だに一部の学説
は，会社更生法上双方未履行双務契約に対する更生管財人の解除権（会社
更生法第61条 ₁ 項）としての解雇も可能とするのか。その理由は，上記の
ような「更生管財人の法的地位」と同一の問題であろう。更生管財人が双
方未履行双務契約の解除権として行った解雇は，その要件を少し緩和して
解釈しようとする部分がある。しかし，これもまた特別な意味を持つもの
ではない。無論，会社更生手続き上解雇は平常時企業や会社更生手続きを
申請する前の企業とは，当然整理解雇の要件を分けて解釈すべきである。
上記の様に，「同じ原則の異なる適用」が必用なのである。
　そして本判決に対して，日本の学説が大概肯定的な評価をする理由も，
会社更生手続きを進めている中でもかかわらず，整理解雇の基本原則の ₄
要件（要素）の大抵を忠実に遵守した点を高く評価したものであろう。従
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って更生管財人が双方未履行双務契約の解除権として解雇を行うことが出
来るという主張は理論的にも現実的にもその意味を失ったとみるべきであ
る。
3 ．整理解雇の要件の解釈方法
1）人員削減の必要性
　会社更生手続き上，解雇に対して労働契約法上の整理解雇説に従うと，
その具体的な要件を正常企業と同一に適用するのか，それともより緩和し
た要件を適用するのかが問題となるが，これに関しては日本の学説は，通
常の企業よりは緩和された基準を適用すべきだという見解が一般的であ
る。
　しかし，本判決は上記の様に，運航乗務員事件と客室乗務員の判決にお
いて，相違点を示している。すなわち，前者は，整理解雇法理の適用要件
の緩和について，事前調整型の更生手続においても特段これを考慮する必
要がないと判断した反面において，後者は，現状では企業が存続できない
程の経営危機が認められ，企業の更生の為にすべての犠牲を当然に受け入
れるべきだという姿勢であり採用している。
　これに関しては後者の判断が妥当だと判断する。なぜなら企業の経営が
苦しく，回生の為に裁判所に更生手続きを申請した場合には申請の乱用，
手続き進行上噓為報告がある等の瑕疵がない場合には人員削減の必要性が
あることも考慮すべきである。
　そして本判決に加えて考慮すべき点は，会社更生手続き上の整理解雇の
場合にも，人員削減の必要性を判断するに当たって，①労働契約法上解雇
の制限が憲法27条を根拠とする権利保障の一環であるという点，②会社更
生手続きが広い意味での倒産手続きや更生の為に会社の存続を前提とする
手続きである点，③更生手続きの申請は，回復不可能な経営破綻時ではな
く，以降の経営危機感を予防することが原則である点からして，一般的に
人員削減の必要性があると評価されるが，すべての企業に一律な会社更生
手続きを進める場合には人員削減の必要性が認められるとは言えない。従
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って事案ごとに，具体的な検討をすべきであろう。
　そして，人員削減の必要性が認められる場合にも，整理人員削減の必要
性に相応する解雇の範囲であるかを考慮して権利乱用に当たるかを総合的
に考慮して判断すべきである。つまり，憲法で保障されている労働者の勤
労の権利を制限して整理解雇をする程の必要性が認められなければならな
い。従って，会社更生手続きの場合，債権者の同意を得て更生計画案を通
す為に要求される最小限の範囲，会社の更生の為には当然に事業を廃止す
る最小限の部分などの必要性に応じて判断すべきである。会社の更生の為
には労働者の解雇だけが必用なのではなく，重要な技術や能力を保有する
人材が他社に移動しないで勤め続けるようにすることがより重要な場合が
あるということも考慮すべきである36）。
2）解雇回避努力の相当性
　会社更生手続き上解雇回避努力の相当性に関しては，解雇者に対する補
償を手厚くするほど更生会社の更生はより難しくなるという点を考慮すべ
きである。まず，労働者の給料を過度に削減して同種業種に比べて少なく
すると他社に転職するということもあり得る。また，希望退職条件を手厚
くすると，退職意思がなかった労働者もその退職金をもらって他社に転職
する可能性もあるが，これは技術や能力が優秀な労働者程あり得ることで
ある。その反面，更生会社はその補償金で更生が難しくなることもある。
債権者に対する返済率が悪くなり債権者の財産権に対する侵害や衡平性原
則に反することや更生計画に対して債権者が反対して可決されないことも
ある。従って，これは多ければ多いほど良いというものではない。
3）被解雇者選定基準の合理性
　本判決は，年齢基準と疾病基準を合理性があると判断しているが，これ
に対して一部年齢基準が問題あるという指摘があり，疾病基準も会社に責
任がある場合もあるという批判も存する。しかし，年齢を基準にするのは
アメリカ等年齢差別禁止法がある場合のみならず，日本でも憲法上平等の
36）　朴承斗，前掲「更生手続き進行企業労働者の解雇要件」，158─160頁。
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原則に反しており，禁ずるべきだと考えられる（年齢を基準とする募集・
採用を禁止する雇用対策法10条参照）。
　会社更生法が会社更生を主な目的とするのは当然であるが，憲法の上に
存在するものではない。憲法上の平等の原則（憲法14条）を遵守しながら
会社の更生を図るべきである。従って年齢差別を一般に禁止する法律が制
定されていない日本の場合にも，高齢者を差別し，解雇することは憲法上
平等の原則に反するため違法，無効であると考える。
4）解雇手続きの相当性
　本判決は，会社が解雇を行う前に労働組合に対して誠実に説明をしたと
いう点で手続きの相当性を備えていると評価している。これに対して学説
は，労働組合との協議手続きに関して一般的よりは厳格な努力が必要であ
るという見解もあるが，更生手続きには時間的制約があるので可能な範囲
内で合意するべきという反論もある。
　また，会社更生手続きの場合には，①時間的制約，②労働組合の無条件
的反対，③更生計画による場合には更生計画の法的効力等を考慮して，平
常時よりは緩和された要件を適用するのが妥当だとみる。
　ここで問題となるポイントは，更生計画が認可される前には更生管財人
が裁判所の許可を受けてから実行し，認可を受けた後には更生管財人が更
生計画を遂行する義務を負うため，法的に不可避であると主張できるが，
このような理由が所定要件を充足していないので，不当な整理解雇を合法
化できるとは考え難い。
4 ．更生計画による解雇の効力
　本件解雇は会社更生手続きの下で更生管財人が更生計画によって実施し
たもので，日本で初めての事例である。更生計画は更生会社の事業の維持
更生を図る為の基本的な事項を規定することで更生手続きの根本規範であ
り，その成立過程は ₃段階を経る。①更生計画案の作成，②更生計画案の
可決，③更生計画案の認可等である。
　一般的に更生手続きを申請する会社は過度の負債を抱えており，更生計
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画の主な内容は更生債権などの減免であり，更生計画で減免された債務は
免責される。更生計画には，①全てまたは一部の更生債権者など，株主の
権利の変更，②更生会社の理事，会計参与，鑑査役，執行役，会計鑑査人
および清算人，③共益債権の弁済，④債務の返済資金の調達方法，⑤更生
計画において予想された金額を超える収益金の使途，⑥強制執行などにお
いて配当などに充てるべき金額の額または予想額及びその使途，そして担
保権消滅のために納付された金額およびその用途，⑦知られている開始後
債権があるときはその内容等， ₇つの事項を必ず規定すべきである。権利
の変更とは，更生債権は債権の全て又は一部の免除，期間の猶予，権利内
容の変更（出資転換など），第 ₃者による債務引き受けや担保の提供など，
債権の権利内容に関する様々な変更を含む。そして更生担保権は，被更生
担保権の権利内容に関する変更の他に，担保権の消滅や担保目的物の変更
がある。また，株式ならその消却，合併，分割などがある。
　問題点は，更生計画の効力と関連して ₂つがある。①更生計画で直接被
解雇者リストを列挙して解雇し，これを当事者に通報した時の効力と，②
更生計画で直接解雇意思を表明しないで，解雇の基準と範囲などを規定し
たときである。更生手続きでは，変更後の権利の内容及び変更されてない
権利の内容が記載された更生計画の認可決定が確定されると，裁判所書記
官はその条項を更生債権者表及び更生担保者表に記載すべきであり，更生
会社などに対して確定判決と同一の効力を発生させると同時に，更生手続
き終結後にはこれを債務名義として強制執行できる。
　そうであるならば，上記のような更生手続きによって解雇された場合も
確定判決として見るのかが問題となる。ただ，本判決は更生手続きでは経
営実績が好転して人員削減の必要性がなくなったとしても当初定めた更生
計画は尊重されるべきとし，これに対した学説も更生計画を移行しないと
銀行及び企業再生機構との合意違反になり，更生管財人の善管注意義務を
違反するという点で肯定的に評価している37）。
37）　門伝明子，前掲論文， ₇ 頁。
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　従って，更生計画に直接内容を規定することや，その基準と範囲を定め
て別々に解雇するとしても，これは原則的に確定判決と同じ様に見るべき
なのかという点には疑問が残る。これに関して私見は，一般的に更生計画
が確定判決と同一の効力を持つとしても，これは債権者や株主を対象とし
たときの効力であり，労働者を対象とした整理解雇の場合にはこの限りで
ないと考えられる。そして，上記のように更生計画に整理解雇が規定され
ており，更生管財人が遂行義務を負うとしても，それだけでは所定要件を
満たせないので不当な整理解雇を合法化できないと考えられる。
V．終 わ り に
　上記の様に，会社更生手続き上解雇に対しても，当然に労働契約法上整
理解雇法理が適用されるべきであり，その要件は正常企業よりは緩和され
た基準を適用すべきであり，一般的に人員削減の必要性があると評価され
ても，すべての企業に一律的に会社更生手続きを進める場合には整理人員
削減の必要性が認められると解釈はできず，各事案によって人員削減の必
要性と解雇の範囲を総合的に判断すべきである。
　そして，解雇回避努力に関しては，本判決と学説は，会社更生手続きを
進める企業が整理解雇をする場合にも，その要件を厳格に解釈している。
半面において，過度な希望退職金の支給は更生会社の更生の妨げになりえ
るので，債権者の財産権に対する侵害や衡平性原則に反する恐れがあり，
更生計画に対して債権者が反対して可決される場合もあることを考慮すべ
きである。
　そして被解雇者選定基準について，本判決は，年齢基準と疾病基準を合
理性のあると判断したが，年齢を基準にすることは憲法上平等の原則に反
するので無効とすべきである。そして解雇手続きの相当性に関して，日本
航空判決は会社が解雇を行う前に労働組合に対して充実に説明をしたとし
て手続き的相当性を備えていると評価し，学説は概ね，労働組合との協議
手続きに関しては一般的より厳しい努力が要されるとする見解もあるが，
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更生手続きには時間的制約がある為，緩和された要件を適用すべきという
見解もあり，後者が妥当だと考えられる。そして更生計画の法的性質に関
して，日本航空判決は更生手続きで経営実績が好転して人員削減の必要性
がなくなったとしても当所定められた更生計画は尊重されるべきとし，こ
れに対して学説は一般的に，更生計画に定められていてもそれ自体で人員
削減の必要性が認められることではないとしているが，これを履行しない
と銀行及び企業再生機構との合意違反になり更生管財人は善管注意義務を
違反することになるという点で肯定的に評価する見解もある。
　以上の内容を総合的に見ると，本判決は概ね肯定的に評価されるもので
あるが，被解雇者の選定において不当に年齢基準を適用することによって
憲法上平等の原則に反して無効となるとみるべきである。会社更生手続き
に入った企業の更生の為にやむを得ないことであり，一般的に更生計画が
確定判決と同一の効力を持つとしても，これは債権者や株主を対象とした
としたときの効力であり，労働者を対象とした整理解雇の場合には被解雇
者を誤って選定することによって全く解雇される必要性がない労働者が被
害を受けることになるので，この限りでないと考えられる。以上のよう
に，本判決は，労働者の人間らしい生活権と勤労の権利（憲法25条，27
条，13条），そして平等権（憲法14条）を侵害するもので，支持難と考え
る。
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